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１．障害者手帳所持者数の推移

◎　障がい種別ごとの手帳所持者数

(人)
　　　　　　　年度
手帳別 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

身障手帳 31,078 31,167 31,189 30,814 30,500

療育手帳 5,897 6,069 6,329 6,600 6,814

精神手帳 6,988 7,417 7,928 8,201 8,620

合　　計 43,963 44,653 45,446 45,615 45,934

◎　身体障害者手帳（障がい部位別）
（人）

　　　　　　　年度
部位 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

視覚 2,029 2,027 2,012 1,965 1,924

聴覚・平衡 2,659 2,720 2,751 2,753 2,773

音声・言語・そしゃく 271 282 275 275 258

肢体 14,645 14,589 14,485 14,192 13,970

内部 11,474 11,549 11,666 11,629 11,575

合　　計 31,078 31,167 31,189 30,814 30,500

◎　身体障害者手帳（年齢別割合）

（％）

　　　　　　　年度
年齢 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

１８歳未満 1.7 1.7 1.7 1.6 1.7

１８～６４歳 29.4 28.6 27.6 26.6 26.4

６５歳以上 68.8 69.7 70.7 71.8 71.9
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 ◎　療育手帳（程度別）

(人)
　　　　　　　年度
程度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

Ａ１・Ａ２ 2,326 2,342 2,377 2,422 2,444

Ｂ１・Ｂ２ 3,571 3,727 3,952 4,178 4,370

合計 5,897 6,069 6,329 6,600 6,814

◎　精神障害者保健福祉手帳（等級別）

(人)
　　　　　　　年度
等級 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

１級 1,186 1,171 1,158 1,138 1,154

２級 4,973 5,207 5,485 5,688 6,069

３級 829 1,039 1,285 1,375 1,397

合　計 6,988 7,417 7,928 8,201 8,620

2,326 2,342 2,377 2,422 2,444 
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4,178 4,370 
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◎　指定難病医療受給者証所持者数

(人)

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

受給者証所持者数 5,508 5,729 6,005 6,187 5,691
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２．本市における事業所指定の状況

事業所数 事業所数 事業所数

117 124 117 ▲ 7

167 166 174 8

81 82 84 2

365 372 375 3

83 125 159 34

4 4 4 0

87 129 163 34

 相談支援　　　　　　　計 95 115 121 6

　一般相談支援 21 23 23 0

　特定相談支援 40 50 53 3

　障害児相談支援 34 42 45 3

95 115 121 6

547 616 659 43

※　年度中増減数には新規申請のほか、指定取消や事業廃止等による減も含む

※　休止の事業所は除く
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３．熊本市障がい福祉計画（第４期）の進捗状況について

1 　福祉施設入所者の地域生活への移行

■入所施設から地域生活へ移行した者の数

（人）

■施設入所者数の状況

（人）

■第４期の達成状況

項目

地域生活への移行者累計 基準日 10 17

Ｈ26.3.31

実績

H30.3.31

31

H29.3.31

24

H27.3.31 H28.3.31

771 768

H29.3.31

774

 平成29年度の地域生活への移行者数は６名に留まり、思うように伸びなかった。
 また、施設入所者数についても、昨年度とあまり実績は変わらなかった。
 要因としては、入所者の重度化・高齢化等により、思うように地域移行が進まなかったこと等
が考えられる。

施設入所支援

入所者数

減少人数（対基準日）

771

基準日 4 4

実績

775

7

Ｈ26.3.31 H27.3.31 H28.3.31 H30.3.31

1

　平成２５年度末時点の施設入所者（※）を基準として、平成２９年度末において地域生活に移行する人の
数について目標値を設定します。また、地域生活への移行を推進する観点から、施設入所者の減少に関
する目標値を設定します。
　（※施設入所者…熊本市から施設入所の支給決定を受け、市内外の施設に入所している人を指す。）

項目
第４期計画における

目標値
考え方

入所施設から地域生活に
移行する者の数

施設入所者の減少数

９３人

　国の基本指針に基づき、平成29年度
末において、平成25年度末時点の施設
入所者（775人）の12％以上（93人。平
成26年度から平成29年度までの累
計。）が、地域生活に移行することを目
指す。

　国の基本指針に基づき、平成29年度
末の施設入所者を、平成25年度末時
点の施設入所者（775人）から4％以上
（31人。平成26年度から平成29年度ま
での累計。）削減することを目指す。

３１人
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2 　入院中の精神障がい者の地域生活への移行

■第４期の達成状況

3 　地域生活支援拠点等の整備

■第４期の達成状況

入院後1年時点の退院率（％）

長期在院者数（人）

項目

　第4期の熊本市障がい福祉計画（H27-29）の中で、国の基本方針に基づき、平成29年度末ま
でに地域生活支援拠点等の整備を1ヶ所行うこととしていた。
　先日、国から示された第5期の障害福祉計画にかかる基本方針では、全国的に整備が進んで
いない状況を鑑みて、地域生活支援拠点等の整備の期限が平成32年度までに延ばされたとこ
ろ。
　熊本市でも、熊本市障がい者自立支援協議会において必要な機能の検討を進め、熊本市第5
期障がい福祉計画の中で平成32年度までに地域生活支援拠点等を整備予定。
　平成30年度より、拠点における相談支援機能の中核的な役割として、市内に設置する９箇所
の熊本市障がい者相談支援センター（委託相談支援事業所）のうち１箇所をモデル圏域とし、地
域支援事業を実施している。

　障がい者の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据えて、地域における居住支援の機能（相談、体験の機
会・場の提供、緊急時の受入れ・対応、地域の体制づくり等）の強化に取り組みます。具体的な取り組み
は、今後、国から示される方針や、本市の課題等を整理したうえで検討を行います。

1,715 1,709 1,649 1,657 -

　退院率については３ヶ月時点、１年時点とも、平成28年度は目標値に達した。
　在院期間が１年以上の長期在院者数は、微減はしているが、目標値達する事はできなかっ
た。

92.0 91.5 90％以上

64.9 65.2 67.6 68.0 集計待ち

集計待ち

平成29年度における
入院後1年時点の退院率

９２％以上
平成24年6月時点の入院者実績（退院率
92.1％）を維持。

Ｈ26.6.30

69％以上

Ｈ29.6.30 第５期Ｈ28.6.30

入院後3ヶ月時点の退院率（％）

平成29年6月末時点の
長期在院者数

１，４４１人以下
国の基本指針に基づき、平成24年6月末時点
の人数（1,757人）から18％以上（317人）削減す
ることを目指す。

1,613

目標値

Ｈ25.6.30 Ｈ27.6.30

実績

91.9 92.0

　精神障がいのある人を地域で支える環境を整備するため、入院中の精神障がい者の退院に関する平成
29年度までの目標値として、入院後3ヶ月時点の退院率、入院後1年時点の退院率及び長期在院者数の
減少に関する目標を設定します。

項目
第４期計画における

目標値
考え方

平成29年度における
入院後3ヶ月時点の退院率

６７％以上
平成24年6月時点の入院者実績（退院率
67.6％）を維持。
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4 　福祉施設から一般就労への移行等

（※）就労移行率…事業所ごとの、ある年度の利用決定者数のうち、その年度中に一般就労した人の割合

■就労移行支援事業所等を通じて一般就労する者の数

■就労移行支援事業の利用者数

■就労移行支援事業所のうち就労移行率が3割以上の事業所の割合

■第４期の達成状況

Ｈ25年度中 Ｈ26年度中

H29.3.31

就労移行支援事業所数 22

人数

H27.3.31 H28.3.31

46

　一般就労移行者数については、目標値の63人を上回る102人が一般就労に移行しており、
平成28年度実績78人と比較すると上昇している。
　就労移行支援事業の利用者数は、実績が165人で、目標値には達しなかった。
　就労移行率が3割以上の事業所の割合について、実績が32％で、平成28年度実績32％と比
較すると変化はなく、目標値の50％には達しなかった。

Ｈ26.3.31 H27.3.31 H28.3.31

320就労移行率が３割以上の事業所（%）

実績

10

利用者数 184

Ｈ26.3.31

137

24

165

81

平成25年度末時点における利用者
（184人）の6割以上（111人）増加を目指
す。

就労移行支援事業所のうち
就労移行率（※）が3割以上の

事業所の割合

国の基本指針に基づき、5割以上で設
定。

78

実績

102

Ｈ29年度中Ｈ27年度中

　福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成29年度中に一般就労に移行する人の
数について目標値を設定します。
　また、この目標を達成するため、就労移行支援事業の利用者数及び事業所ごとの就労移行率にかか
る目標値も設定します。

項目
第４期計画における

目標値
考え方

就労移行支援事業所等を
通じて一般就労する者の数

５０％

６３人
平成24年度における一般就労への移
行実績（21人）の3倍以上である63人を
目指す。

就労移行支援事業の利用者数 ２９５人

20 32

Ｈ26.3.31 H27.3.31 H28.3.31 H29.3.31

22 23

H30.3.31H29.3.31

191 176

Ｈ28年度中

H30.3.31

22

実績

H30.3.31

41
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４．障害福祉サービスの必要量見込みと利用実績

1訪問系サービスの見込量

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数） （人／月）

　それぞれのサービスごとに、現利用者数や直近の伸びを踏まえて実利用者人数の見込みを算出し、
その数値にそれぞれの平均利用時間を乗じてサービス量の見込みを算出する。

サービス名

第４期 第５期

27年度 28年度 29年度 30年度

同行援護
視覚障がいにより移動が著しく困難な人に、外出時同行し、必要な
情報の提供や移動の支援を行うサービス

行動援護
知的障がいや精神障がいにより行動が困難で、常に介護が必要な
人に、外出時の移動の支援や行動の際に生じる危険回避のための
援護などを行うサービス

重度障害者等包括支援
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護などの障害福祉サービ
スを包括的に行うサービス

サービスの名称 内容

居宅介護
自宅において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃
除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般
にわたる援助を行うサービス

重度訪問介護
重度の障がいがあり、常に介護が必要な人に、自宅での介護や外
出時の移動中の介護等を総合的に行うサービス

実績 実績 計画 実績 計画

同行援護 128 133 123 139 157

重度訪問介護 85 82 89 100 87

居宅介護 793 794 911 818 839

重度障害者等包括支援 0 0 0 0 0

行動援護 10 12 8 13 16

各年度4月1日時点の事業所数 80 80 - 84 -

実利用人数 1,016 1,021 1,131 1,070 1099
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■利用実績（サービス量） （時間/月）

■第４期の達成状況

実績 実績 計画 実績 計画

30年度

第４期 第５期

27年度 28年度 29年度

重度訪問介護 12,687 11,570 13,190 13,069 13,015

居宅介護 9,044 9,085 10,477 9,636 9,640

サービス名

行動援護 129 135 83 206 192

2,198同行援護 1,923 2,076 1,673 2,137

総利用時間 23,783 22,866 25,423 25,048

重度障害者等包括支援 0 0 0 0 0

　居宅介護については、利用者の高齢化、重度化を想定し、利用者数、サービス量ともに増加すると見
込んだが、想定を下回る結果となった。
　同行援護については、平成23年10月の制度開始移行、利用者数も増加傾向にある。

25,045

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

960
980

1,000
1,020
1,040
1,060
1,080
1,100
1,120

実績 実績 実績 計画

27年度 28年度 29年度 30年度

実利用人数計（人/月）

サービス量（時間/月）
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2日中活動系サービスの見込量

① 生活介護

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■第４期の達成状況

　現利用者数及び特別支援学校卒業予定者の利用意向等から実利用人数の見込みを算出し、その数
値に1ヶ月当たりの平均利用日数（１９．７日）を乗じてサービス量の見込みを算出する。

第４期 第５期

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴や排せつ、食事の介護などを行うととも
に、創作的活動又は生産活動の機会の提供などを行う。

1,496

サービス量（人日／月） 28,606 28,560 31,308 27,756 29,022

実績 実績 計画 実績 計画

実利用人数（人／月） 1,400 1,410 1,590 1,390

　生活介護については、実利用人数、サービス量ともに減少している。また、実利用人数及びサービス
量いずれも、計画値を下回っている。
　要因としては、平成２９年度において事業所の新規指定が２件のみであったことから、供給量が増加し
なかったことが考えられる。
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② 自立訓練（機能訓練）

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■第４期の達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要
地域生活を営む上で、身体機能や生活能力の維持・向上等のために支援が必要
な人に対して、一定期間、身体機能のリハビリテーション等を行う。

　現利用者数から実利用人数の見込みを算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数（１２．６日）
を乗じてサービス量の見込を算出する。

第４期 第５期

実績 実績 計画

　自立訓練（機能訓練）については、実利用人数、サービス量ともに計画値を下回っている。
　要因としては、当該サービスの標準利用期間が1年半であるため、利用後は在宅サービスなど別の福
祉サービス利用につながったことのほか、新規利用（自然増）が想定より伸びなかったことが考えられ
る。

15

サービス量（人日／月） 177 198 302 255 210

実績 計画

実利用人数（人／月） 12 11 24 18
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③ 自立訓練（生活訓練）

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■第４期の達成状況

サービスの概要
地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のために支援が必要な人に対し
て、一定期間、食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援等を行う。

27年度 28年度 29年度 30年度

　通所および宿泊型それぞれ、現利用者数や特別支援学校卒業予定者の利用意向等を踏まえ今後の
実利用人数の見込みを算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数（通所１９．１日、宿泊型２７．１
日）を乗じてサービス量の見込みを算出する。

第４期 第５期

実績 実績 計画 実績

サービス量（人日／月） 1,955 1,843 2,009 1,629 1,856

計画

実利用人数（人／月） 96 87 96 81 93

　自立訓練（生活訓練）については、実利用人数、サービス量ともに計画値を下回っている。
　要因としては、当該サービスの標準利用期間が2年であるため、利用後は在宅サービスなど別の福祉
サービス利用につながったことのほか、新規利用（自然増）が想定より伸びなかったことが考えられる。
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④ 就労移行支援

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■第４期の達成状況

　国の基本指針に基づき、平成２９年度末の利用者が、平成２５年度末の利用者から６割以上増加する
よう見込みを算出し、1ヶ月当たりの平均利用日数（１７．２日）を乗じてサービス量の見込みを算出す
る。

第４期 第５期

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力向
上のために必要な訓練を行う。

実利用人数（人／月） 176 137 296 165 157

実績 実績 計画 実績 計画

　就労移行支援については、実利用人数、サービス量ともに平成28年度より増加したが、計画値からは
大きく下回っている。
　要因としては、当該サービスは標準利用期間（2年）があるサービスであり、一般就労やこの他の就労
継続支援のサービスに移行したことのほか、新規利用（自然増）が想定より伸びなかったことが考えられ
る。

各年度4月1日時点の事業所数 21 22 - 20 -

サービス量（人日／月） 3,037 2,394 5,091 2,839 2,606
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⑤ 就労継続支援（Ａ型）

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■第４期の達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力向
上のために必要な訓練を行う。
※Ａ型（雇用型）は、就労移行支援事業を利用したが企業等の雇用に結びつかな
かった人や離職者等に対して、事業所内での雇用契約に基づく就労機会を提供
するとともに、一般就労への移行支援等を行う。

　現利用者数と直近の伸び、特別支援学校卒業予定者の利用意向等を踏まえて実利用人数の見込み
を算出し、その数値に1ヶ月あたりの平均利用日数（１９．５日）を乗じてサービス量の見込みを算出す
る。

サービス量（人日／月） 20,504 21,734 27,125 21,336 22,426

実利用人数（人／月） 1,005 1,071 1,391 1,053 1,156

実績 実績 計画 実績 計画

第４期 第５期

　就労継続支援Ａ型については、実利用人数、サービス量ともに計画値を下回っている。
　要因としては、一般就労やこの他の就労継続支援のサービスに移行したことのほか、新規利用（自然
増）が想定より伸びなかったことが考えられる。

各年度4月1日時点の事業所数 47 48 - 48 -
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⑥ 就労継続支援（Ｂ型）

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■第４期の達成状況

サービスの概要

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力向
上のために必要な訓練を行う。
※Ｂ型（非雇用型）は、就労移行支援事業を利用したが企業等の雇用に結びつか
ない人や一定の年齢に達している人等に対して、就労機会の提供等を行う（雇用
契約は締結しない）。

　現利用者数と直近の伸び、特別支援学校卒業予定者の利用意向等を踏まえて実利用人数の見込み
を算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数（１７．５日）を乗じてサービス量の見込みを算出す
る。

第４期 第５期

実績

実利用人数（人／月） 965 1,046 1,166 1,126 1,291

実績 計画 実績 計画

27年度 28年度 29年度 30年度

　就労継続支援B型については、実利用人数は概ね計画通りの実績となっている。サービス量は計画値
に達しなかったものの、前年比では着実に増加している。

各年度4月1日時点の事業所数 40 46 - 48 -

サービス量（人日／月） 17,567 19,164 20,405 19,797 22,334
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⑦ 療養介護

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■第４期の達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要
所定の障害支援区分を有し、医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機
能訓練や療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話等を行う。

　現利用者数及び特別支援学校卒業予定者の利用意向等を踏まえて、実利用人数の見込みを算出
し、その数値に暦日数を乗じてサービス量の見込みを算出する。

サービス量（人日／月） 5,616 6,209 6,572 6,187 6,417

実利用人数（人／月） 182 201 212 200 207

実績 実績 計画 実績 計画

第４期 第５期

　療養介護については、利用人数、サービス量ともに昨年度とほぼ変わらず、計画数値を下回ってい
る。
　要因としては、新規利用（自然増）が想定より伸びなかったことなどが考えられる。

各年度4月1日時点の事業所数 1 1 - 1 -
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⑧-1 短期入所（ショートステイ）　【福祉型】

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

サービスの概要
自宅で介護する人が病気やレスパイトの場合等に、短期間、夜間も含めて入浴、
排泄、食事の介護等を行う。

　現利用者と直近の伸びから実利用人数の見込みを算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数
（５．３日）を乗じてサービスの量の見込みを算出する。

第４期 第５期

実績

実利用人数（人／月） 189 168 150 225 202

実績 計画 実績 計画

27年度 28年度 29年度 30年度

　利用人数、サービス量ともに計画を大きく上回っている。
　要因としては、要因としては、新規利用（自然増）が想定より伸びたことなどが考えられる。

各年度4月1日時点の事業所数 18 18 - 18 -

サービス量（人日／月） 710 689 802 961 848
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⑧-2 短期入所（ショートステイ）　【医療型】

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■第４期の達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要
自宅で介護する人が病気やレスパイトの場合等に、医療的ケアが必要な方に対
して、短期間、夜間も含めて入浴、排泄、食事の介護、医療的ケアの提供等を行
う。

　現利用者と直近の伸びから実利用人数の見込みを算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数
（２．４日）を乗じてサービスの量の見込みを算出する。

サービス量（人日／月） 205 201 264 175 185

実利用人数（人／月） 43 42 110 41 44

実績 実績 計画 実績 計画

第４期 第５期

　利用人数、サービス量ともに昨年度とほぼ変わらず、計画数値を下回っている。
　要因としては、新規利用（自然増）が想定より伸びなかったことなどが考えられる。

各年度4月1日時点の事業所数 2 2 - 2
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3居住系サービスの見込量

①共同生活援助（グループホーム）

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

サービスの概要
共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助等を行う。
※平成26年4月より共同生活介護（ケアホーム）と一元化

　現利用者数と過去の伸び等から、実利用人数の見込みを算出する。

第４期 第５期

実績

実利用人数（人／月） 684 708 920 719 792

実績 計画 実績 計画

27年度 28年度 29年度 30年度

　実利用人数は昨年度とほぼ変わらず、計画数値を下回っている。
　要因としては、新規利用（自然増）が想定より伸びなかったことなどが考えられる。

各年度4月1日時点の事業所数 44 47 - 48 -
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②施設入所支援

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

　国の基本指針に基づき、平成29年度末の施設入所者数が、平成25年度末時点（775人）から4％以上
（31人）削減するよう算出する。

第４期 第５期

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要 施設に入所する人に対して、夜間や休日に入浴、排泄、食事の介護等を行う。

実利用人数（人／月） 771 774 744 768 774

実績 実績 計画 実績 計画

　施設入所支援について、昨年度とあまり実績は変わらなかった。
　要因としては、入所者の重度化・高齢化等により、思うように地域移行が進まなかったこと等が考えら
れる。

各年度4月1日時点の事業所数 14 14 - 14 -
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4相談支援の見込量

①計画相談支援

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

　障害福祉サービスの利用者数等を勘案して、利用者数の見込みを設定する。

第４期 第５期

27年度 28年度 29年度

サービスの概要
障害福祉サービス利用の調整を必要とする人に対し、サービス等利用計画の作
成を行う。

計画相談支援（人／月） 1,041 1,078 1,537 1,033 1,164

30年度

実績 実績 計画 実績 計画

　障害福祉サービスの新規利用者が、想定ほど増えなかったため、計画相談の実績も計画を下回るも
のとなったと考えられる。

各年度4月1日時点の事業所数 37 40 - 50 -

950

1000

1050

1100

1150

1200

実績 実績 実績 計画

27年度 28年度 29年度 30年度

計画相談支援（人／月）

21 ページ



②地域移行支援

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

③地域定着支援

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

サービスの概要
施設や病院から退所・退院する障がい者に対して、住居の確保その他の地域に
おける生活に移行するための活動に関する相談等の支援を行う。

　現利用者数と直近の伸び等を踏まえて実利用人数の見込みを設定する。

第４期 第５期

実績 実績 計画 実績 計画

地域移行支援（人／月） 0 2 4 1

27年度 28年度 29年度 30年度

　現利用者数と直近の伸び等を踏まえて実利用人数の見込みを設定する。

第４期 第５期

27年度 28年度 29年度 30年度

　実利用人数は計画数値を下回っている。
　要因としては、新規利用（自然増）が想定より伸びなかったことなどが考えられる。

サービスの概要
施設・病院からの退所・退院や家族からの独立などにより単身生活に移行した人
などに対して、常時の連絡体制を確保し、障がい特性に起因して生じた緊急の事
態等に相談などの支援を行う。

4

各年度4月1日時点の事業所数 21 21 - 23 -

地域定着支援（人／月） 0 0 4 2 42

実績 実績 計画 実績 計画

　病院から退院した障がい者に対し支給決定を行ったが、実績人数は計画を下回るものとなった。医療
機関に対し、制度に関するさらなる周知徹底が必要であると考える。

各年度4月1日時点の事業所数 18 18 - 21
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5障害児通所支援の見込量

①児童発達支援

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

現利用者数と直近の伸び等を踏まえて実利用人数の見込みを算出し、その数値に１ヶ月当たりの平均
利用日数（5.8日）を乗じてサービス量の見込みを算出する。

第４期 第５期

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要
障がい児に対して、日常生活における基本動作の指導、知識技能の付与や集団
生活への適応訓練などを行う。

実利用人数（人／月） 670 794 735 941 1,000

実績 実績 計画 実績 計画

　利用人数、サービス量ともに計画を大きく上回っている。
　要因としては、事業所数が大幅に増えたことにより供給量が増加したことが考えられる。

各年度4月1日時点の事業所数 21 27 - 40 -

サービス量（人日／月） 3,766 4,807 4,263 6,645 5,600
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②放課後等デイサービス

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要
就学している障がい児に対して、授業終了後又は休業日に生活能力の向上のた
めに必要な訓練や社会との交流促進などを行う。

　現利用者数と直近伸び等を踏まえて実利用人数の見込みを算出し、その数値に１ヶ月当たりの平均
利用日数（8.2日）を乗じてサービス量の見込みを算出する。

サービス量（人日／月） 8,265 13,711 6,724 18,853 17,685

実利用人数（人／月） 767 1,086 820 1,431 1,751

実績 実績 計画 実績 計画

第４期 第５期

　利用人数、サービス量ともに計画を大きく上回っている。
　要因としては、事業所数が大幅に増えたことにより供給量が増加したことが考えられる。

各年度4月1日時点の事業所数 25 52 - 80 -

0
2000
4000
6000
8000
10000
12000
14000
16000
18000
20000

0
200
400
600
800

1000
1200
1400
1600
1800
2000

実績 実績 実績 計画

27年度 28年度 29年度 30年度

実利用人数（人／月）

サービス量（人日／月）

24 ページ



③保育所等訪問支援

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

サービスの概要
障がい児が通う保育所等を訪問し、他の児童との集団生活への適応のための専
門的な支援を行う。

　現利用者数と直近の伸び等を踏まえて実利用人数の見込みを算出し、その数値に１ヶ月あたりの平
均利用日数（1.1日）を乗じてサービス量の見込みを算出する。

サービス量（人日／月） 31 22 30 29 50

実利用人数（人／月） 25 20 27 23 42

実績 実績 計画 実績 計画

第４期 第５期

　実利用人数、サービス量ともに、概ね計画通りの実績となっている。

各年度4月1日時点の事業所数 4 4 - 5 -
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④医療型児童発達支援

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

サービスの概要
肢体不自由がある障がい児に対して、医療機関における児童発達支援および治
療を行う。

　現利用者数と直近の伸び等を踏まえて実利用人数の見込を算出し、その数値に１ヶ月あたりの平均
利用日数（4.8日）を乗じてサービス量の見込みを算出する。

第４期 第５期

実績

実利用人数（人／月） 9 5 5 3 5

実績 計画 実績 計画

27年度 28年度 29年度 30年度

　実利用人数、サービス量ともに、計画数値を下回っている。
　要因としては、新規利用（自然増）が想定より伸びなかったことなどが考えられる。

各年度4月1日時点の事業所数 0 0 - 0 -

サービス量（人日／月） 50 24 24 12 29
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6障害児相談支援の見込量

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

サービスの概要
障害児通所給付サービス利用の調整を必要とする人に対し、障害児支援利用計
画を作成する。

実績 実績 計画 実績 計画

　障害児通所支援の利用児童数等を勘案して、利用児童数の見込みを設定する。

第４期 第５期

27年度 28年度 29年度 30年度

　障害児通所支援の新規利用者が増えたことにより、障害児相談支援の利用も伸びた。

各年度4月1日時点の事業所数 31 34 - 42 -

実利用人数（人／月） 551 671 542 745 909
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7障害児入所支援の見込量

■第４期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■第４期の達成状況

サービスの概要
療育の必要性が認められた障がい児に対し、障がいの特性に応じて保護、日常
生活の指導、知識技能（医療型施設においては療養上の管理、看護なども行う）
の付与の支援を行う。

27年度 28年度 29年度 30年度

　障害児入所支援の利用児童数等を勘案して、利用児童数の見込みを設定する。

第４期 第５期

実績 実績 計画

286

福祉型障害児入所施設 51 48 170 51 170

実績 計画

実利用人数（人／年） 85 103 256 100

例年より若干人数の減少がみられるが、おおよそ横這いである。

各年度4月1日時点の事業所数 4 4 - 4 -

医療型障害児入所施設 34 55 86 49 116
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５．地域生活支援事業の必要量の見込みと利用実績

１　理解促進・研修啓発事業

■第４期の達成状況

２　自発的活動支援事業

■第４期の達成状況

３　相談支援事業

第５期

27年度 28年度 30年度

実績 実績 計画 実績 計画

9 9 9 9 9

有 有 有 有 有

無 無 検討 検討 検討

■第４期の達成状況

　障がいや障がい者への理解を促進するため、市民を対象に「心の輪を広げる体験作文」及び「障害者週間
のポスター」を公募する。また、当事業の作文・ポスターの優秀作品の表彰式と併せて、障がい者理解促進の
ための啓発事業を実施する。

　障がい者やその家族、地域住民、支援団体等が、障がい者等が自立した日常生活及び社会生活を営むこ
とができるようにするために自発的に行う活動に対し、その活動費の一部を支援する。障害者総合支援法の
施行に伴い、地域生活支援事業の必須事業として新たに追加した事業。

障がい者相談支援事業（ヵ所）

 市民の障がい福祉に資するイベントやボランティアへの参加を促進することを目的とした「障がい者サポー
ター制度」に関する取り組みを実施するとともに、「心の輪を広げる体験作文」・「障害者週間のポスター」コン
クールの公募、優秀作品の展示及び作品集（リーフレット）の作成・配布を行った。
　その他、障がい分野に通じた著名人による講演や障がい者サポーターを対象にしたワークショップ、市民の
興味をひく啓発イベントの開催により、障がいに対する理解を深める機会を市民に広く提供した。
　障がい者就労施設の商品カタログを作成し、働く障がい者に対する社会の理解を広げるとともに、販路拡大
に取り組んだ。

　ダウン症児・者を支援する団体が実施する療育キャンプ事業及び聴覚障がい者を支援する団体が、聴覚障
がい者に対する理解促進、意識啓発を目的として実施する事業に対し、補助金を支出。
　大学生や高校生にボランティアスタッフとして参加してもらい、障がい児・者と触れ合う機会を設け、理解促
進を図った。

事業名　（単位） 29年度

　相談支援事業は、障がい者等からの相談に応じ、必要な情報提供及び助言等支援を行うとともに、障がい
者等の権利擁護のための必要な援助を行う。

第4期

基幹相談支援センター等機能強化事業（実施）

基幹相談支援センター

　平成26年度までは補助により15箇所の事業所を設置していたが、区ごとの適正配置及び地域の総合相談
窓口としての機能強化の観点から事業再編を行い、平成27年度から公募による委託方式で熊本市障がい者
相談支援センターを市内9箇所に開所している。
　委託化を機に、アウトリーチや困難ケース等への対応、熊本市障がい者自立支援協議会において総合的
に課題を集約し、既存の社会資源を地域ニーズに合わせて改善又は新たに開発することに向けた取組み、
区毎の障がい福祉ネットワーク会議の開催及び運営、指定相談支援事業者に対する後方支援を業務として
追加した。
　平成28年度は通常の相談支援に加え、平成28年熊本地震の発生に伴う障がい者の安否確認や戸別訪問
支援、被災障がい者からの相談受付等の対応を行った。
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４　成年後見制度利用支援事業／成年後見制度法人後見支援事業

第５期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

25 33 33 33 44

■第４期の達成状況

５　意思疎通支援事業
（１）手話通訳者設置事業

（２）手話通訳者派遣事業

（３）要約筆記者派遣事業

第5期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

2,409 2,320 2,623 2,549 2,500

4 5 5 5 6

■第４期の達成状況

６　日常生活用具給付事業
　日常生活上の便宜を図るため、自立生活支援用具等の給付を行う。

第5期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

36 26 22 42 19

103 134 159 122 175

73 77 62 70 82

161 175 170 173 191

11,889 11,803 11,381 12,102 11,718

13 10 17 21 12

■第４期の達成状況

成年後見制度利用支援事業（人/年）

29年度

権利擁護のための支援については概ね達成できた。
市民後見人の養成はフォローアップ研修を行い、一部達成した。

事業名　（単位）

手話通訳者設置事業（人）

事業名　（単位）

　成年後見制度の利用の有効性が認められ、かつ親族による支援が見込めない知的又は精神障がい者に
対し、成年後見制度の利用を支援するため申し立てに要する経費及び後見人の報酬の全部又は一部を助成
する。
　また、後見業務を適正に行うことができる市民後見人の養成を行い、法人後見事業実施団体に対する支援

第4期

第4期

　手話取得が困難な中途失聴者、難聴者の意思疎通手段として要約筆記者を派遣することで、聴覚障がい
者の社会参加を積極的に促進させる。

　手話通訳者を各区役所に設置し、聴覚障がい者等の意思伝達の仲介を行う。

支給の全体件数は平成28年度より増加し、概ね達成できた。

　手話通訳者を派遣することで、聴覚障がい者の意思疎通の円滑化を推進するとともに、市民に対して手話
の技法を広め、聴覚障がいに対する理解を深める。

④情報・意思疎通支援用具（件/年）

⑤排泄管理支援用具（件/年）

①介護訓練支援用具（件/年）

②自立生活支援用具（件/年）

29年度

第4期
29年度

③在宅療養等支援用具（件/年）

⑥住宅改修費（件/年）

手話通訳者及び要約筆記者の派遣については達成した。
手話通訳者の設置については達成しなかったが、各区役所に１名ずつ設置した。

事業名　（単位）

手話通訳者及び要約筆記者派遣事業（人/年）
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７　手話奉仕員養成
　聴覚障がい者の社会参加及び自立の促進に必要なコミュニケーション支援を行う手話奉仕員を養成する。

第５期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

18 22 20 29 20

■第４期の達成状況

８　移動支援事業
　屋外での移動が困難な障がい者等に、円滑に外出できるよう、移動を支援する。

第５期
単位 27年度 28年度 30年度

実績 実績 計画 実績 計画
人/月 45 36 51 49 42

時間/月 322 305 418 384 336

■第４期の達成状況

９　地域活動支援センター機能強化事業

（１）地域活動支援センター（Ⅰ型）

（２）地域活動支援センター（Ⅱ型）

（３）地域活動支援センター（Ⅲ型）

第５期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

ヵ所 7 6 8 6 6

人/日 116 101 160 104 120

ヵ所 1 1 1 1 1

人/日 18 7 25 9 20

ヵ所 2 1 2 1 1

人/日 19 10 20 10 10

■第４期の達成状況

29年度

第4期

Ⅰ型→立地等によりセンターの利用者数にばらつきがあり、計画値（20人/日）を達成できなかった。
Ⅱ型→平成２８年熊本地震の被災により規模を縮小して事業を実施しているため達成できなかった。
Ⅲ型→概ね達成できた。

　創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流等を行う施設で、医療、福祉及び地域の社会基
盤との連携強化のための調整等を行うとともに、あわせて相談支援事業について実施する。

地域活動支援
センター（Ⅲ型）

事業名　（単位）

手話奉仕員養成研修事業（人/年）

事業名 単位

移動支援事業

　利用者数は、計画値を上回ったが、一人当たりの一回の利用時間が短く、計画の時間を下回った。

事業名

達成できた。

　地域において雇用・就労が困難な在宅障がい者に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを
実施する。

　創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流等を行う施設で、通所による援護事業を実施す
る。

地域活動支援
センター（Ⅰ型）

29年度

地域活動支援
センター（Ⅱ型）

29年度
第４期

第4期
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１０　発達障がい者支援センター運営事業

第５期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

ヵ所 1 1 1 1 1

人/日 3 3 7 3 3

■第４期の達成状況

１１　障がい児等療育支援事業

（１）在宅支援訪問療育等支援事業

（２）在宅支援外来療育等指導事業

第５期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

ヵ所 5 5 5 5 5

■第４期の達成状況

１２　専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

第５期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

人/年 24 16 40 31 25

人/年 6 9 12 10 12

■第４期の達成状況

第4期

第4期
29年度

29年度

　在宅の障がい児（者）及び保護者に対し、外来での各種相談及び指導を行う。

障がい児等療育支援事業

平成29年度の総支援件数は3,720件。当事者や家族が身近な場所で支援を受けられるように適切な配慮を
持って総合的な支援を行った。開設当初の総支援件数の見込み1,000件を3倍を超えて上回っており、発達
障がい児・者の理解促進等、支援ニーズは今後も増えると予測される。

障害福祉サービスの浸透により、在宅支援外来療育等指導事業について減少傾向にあるが、５ヶ所継続し
対応を行い達成できた。

事業名

発達障がい者
支援センター

事業名

単位

単位

計画は達成しなかったが、過去５年間では一番多く支援者を養成することができた。

事業名

手話通訳者・要約筆記者養成研修事業

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

単位

　聴覚障がい者及び盲ろう者の自立と社会参加を図るため、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳、介
助員の養成を行う。（県との合同事業）

29年度

第4期

　発達障がい者への支援を総合的に行うことを目的とした専門的機関で、発達障がい者及びその家族等に
対する相談支援や発達支援、就労支援等を行う。

　相談や指導を希望する在宅障がい児（者）の家庭を訪問し、相談・指導及び健康診査等を行う。
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１３　専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

第５期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

件/年 259 245 195 272 280

■第４期の達成状況

１４　日中一時支援事業

第5期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

人/月 183 137 199 135 147

33 34 - 35 -

■第４期の達成状況

１５　福祉ホーム事業運営費助成

第5期
27年度 28年度 30年度
実績 実績 計画 実績 計画

ヵ所 3（2） 4（1） 3（2） 4（1） 4（1）

人 23 24 26 25 25

※（　）内は助成対象施設のうち、熊本市内にある施設数

■第４期の達成状況

第4期

29年度

福祉ホーム事業運営費助
成

　障害児通所支援事業所が増えたことにより、児童は障害児通所支援事業所で療育・訓練を受ける者が増
え、日中一時支援の利用は減少した。

単位

第4期
事業名 単位

日中一時支援事業

各年度4月1日時点の事業所数

　住居を必要としている障がい者に、低額な料金で居室等を提供するとともに、日常生活に必要な支援を行
う。

事業名

 盲ろう者通訳・介助員派遣事業については、概ね達成できた。今後も盲ろう者等の福祉に理解と熱意を有
する盲ろう者通訳・介助員を派遣する。

　障がい者等の家族の就労支援および日常的に介護している家族の一時的休息のため、障がい者等の日
中における活動の場を確保する。

新設される福祉ホームが少ないため対象者の大きな増加は見受けられないが、おおむね計画している対
象者数にかかる助成を行っている。

29年度

盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

　盲ろう者等の円滑な意思の疎通を支援する通訳・介助員を派遣する。

単位
第4期

事業名 29年度
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１６　訪問入浴サービス事業
　障がい者等の居宅を訪問して浴槽を提供し、身体の清潔保持等のため入浴の介護を行う。

第5期
単位 27年度 28年度 30年度

実績 実績 計画 実績 計画

人/月 23 19 28 19 22

5 5 - 5 -

■第４期の達成状況

１７　生活支援事業（視覚障がい者の生活訓練）
　視覚障がい者の自立と社会参加を促進するため、日常生活上必要な訓練・指導を行う。

第5期
単位 27年度 28年度 30年度

実績 実績 計画 実績 計画

人/年 105 93 110 115 105

■第４期の達成状況

１８　障がい者スポーツ大会

■第４期の達成状況

29年度
第4期

訪問入浴サービス事業

29年度

生活支援事業については、概ね達成できた。

熊本県と合同で実施した。

　障がい者等が、競技等を通じてスポーツの楽しさを体験し、競技力の向上を図るとともに、障がいについ
て市民の理解を一層深め、障がい者等の社会参加の促進に寄与することを目的として開催する。政令市移
行に伴い、平成24年度より県市共催で「くまもと障がい者スポーツ大会」を実施。

　支給決定者数と実利用者数は、前年度よりほぼ増減がない。

生活支援事業

事業名

事業名

各年度4月1日時点の事業所数

第4期
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６．市独自事業の必要量の見込みと利用実績

１　重度身体障がい者用自動車改造費助成

27年度 28年度

実績 実績 計画 実績

件/年 29 24 22 37

■第４期の達成状況

２　障がい者自動車運転免許取得費助成
　障がい者等が運転免許を取得する場合に、その費用の一部を助成する。（限度額10万円）

単位 27年度 28年度

実績 実績 計画 実績

件/年 9 15 19 28

■第４期の達成状況

過去の実績を大きく上回る実績件数となった。

重度身体障がい者自動車改造費助成

　以下の２つの事業は、平成28年度より地域生活支援事業から外れたため、市単独事業として助成を実施
しているもの。

過去の実績を大きく上回る実績件数となった。

事業名

　身体障がい者の自ら所有し運転する自動車の操向装置・駆動装置の改造を必要とする場合に、その費用
の一部を助成する。（限度額10万円）

事業名 単位

障がい者自動車運転免許取得費助成

第4期

第4期

29年度

29年度
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